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(1)教員育成指標の策定 (3)教員研修計画
の策定(毎年度）

教師の資質向上に関する指針

任命権者

(2)研修等に関する記録

参酌

新たな研修制度イメージ

指導助言者は、(1)～(3)に基づき、
・校長及び教員からの相談対応、
・資質の向上の機会に関する情報提供
・資質の向上に関する指導助言 を行う※３。

教職員支援機構、大学等

指導助言者の求めに応じ、資質の
向上の機会に関する情報の提供等

研修実施者

①任命権者は、校長及び教員ごとに研修等に
関する記録を作成しなければならない。

②指導助言者※２は、校長及び教員に対し資質
の向上に関する指導助言等を行うものとす
る。その場合に、校長及び教員の資質の向
上に関する指標及び教員研修計画を踏まえ
るとともに、①の記録に係る情報を活用す
る。

③指導助言者は、独立行政法人教職員支援機
構（ＮＩＴＳ）や大学等に情報の提供等の協力
を求めることができることとする。

④教員研修計画に、資質の向上に関する指導
助言等の方法に関して必要な事項を加える。

教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律案の概要

校長及び教員の資質の向上のための施策をより合理的かつ効果的に実施するため、公立
の小学校等の校長及び教員の任命権者等による研修等に関する記録の作成並びに資質の向
上に関する指導及び助言等に関する規定を整備し、普通免許状及び特別免許状の更新制に
関する規定を削除する等の措置を講ずる。

趣 旨

概 要

＜記録の範囲＞
・研修実施者※１が実施する研修
・大学院修学休業により履修した大学院の課程等
・任命権者が開設した認定講習及び認定通信教育による
単位の修得

・その他任命権者が必要と認めるもの

１．研修記録の作成及び資質の向上に関する指導助言等（教育公務員特例法の一部改正）

２．普通免許状及び特別免許状の更新制に関する規定の削除等（教育職員免許法の一部改正）

①普通免許状及び特別免許状を有効期間の定めのないものとし、更新制に関する規定を削
除する。

②施行の際現に効力を有し、改正前の規定により有効期間が定められた普通免許状及び特
別免許状には、施行日以後は有効期間の定めがないものとする等の経過措置を設ける。

令和４年７月１日（１．の規定は令和５年４月１日）

施行期日

①普通免許状を有する者が他の学校種の普通免許状の授与を受けようとする場合に必要
な最低在職年数について、当該年数に含めることができる勤務経験の対象を拡大する。

②主として社会人を対象とする教職特別課程（普通免許状の授与を受けるために必要な
科目の単位を修得させるために大学が設置する修業年限を１年とする課程）について、
修業年限を１年以上に弾力化する。

３．その他（教育職員免許法の一部改正）

※１ 研修実施者は中核市の県費負担教職員の場合は中核市
教育委員会、その他の校長及び教員の場合は原則任命権者。

※２ 指導助言者は県費負担教職員の場合は市町村教育委員
会、その他の校長及び教員の場合は任命権者。

※３ 教員への指導助言等は、教育委員会の指揮監督に服する
校長等が実施することを想定。
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